
 

すさみ町子育て世帯向け賃貸住宅整備事業に係る基本協定書 

 

 

すさみ町子育て世帯向け賃貸住宅整備事業（以下「本事業」という。）に関し、すさみ町（以

下「甲」という。）と、最優秀者として特定された◯ ◯ ◯ ◯（以下「乙」という。）と

の間で、以下のとおり、基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、本事業に関し、◯ ◯ ◯ ◯が、優先交渉権者として決定されたこと

を確認し、甲と乙が、本事業及びこれらに付随し、関連する一切の事項に関する契約（以

下「事業契約」という。）を締結することに向けた甲及び乙の義務を定めるものとする。 

 

（当事者の義務） 

第２条 甲及び乙は、事業契約締結に向けて、それぞれ誠実に対応しなくてはならない。 

２ 乙は、事業契約締結のための協議においては、本事業の募集手続きにおける甲の要望事

項を尊重しなくてはならない。 

 

（事業契約の締結） 

第３条 甲及び乙は、本協定締結後、令和３年４月２３日までに、事業契約書（案）の内容

で、事業契約を締結するものとする。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により、事業契約を締結することができない場合には乙

に対し、甲が本事業の準備に関して要した費用の賠償を請求することができる。 

 

（準備行為） 

第４条 乙は、事業契約締結前であっても、自己の費用と責任において、本事業の実施に関

し、必要かつ相当な範囲において準備行為を行うことができ、甲は、必要かつ相当な範囲

で、自己の費用でかかる行為に協力しなくてはならない。 

 

（事業契約不調の場合の処理） 

第５条 事由の如何を問わず、事業契約の締結に至らなかった場合、甲及び乙が本事業の準

備に関してそれぞれ要した費用については、各自がそれぞれ負担するものとし、甲及び乙

は、相互に債権債務関係の生じないことを確認するものとする。 

 

（秘密保持） 

第６条 甲及び乙は、本協定に関する事項につき、相手方の同意を得ずしてこれを第三者に

開示しないこと及び本協定の目的以外に使用しないことを確認する。ただし、裁判所によ

り開示が命ぜられた場合、乙が本事業に関する資金調達に必要として開示する場合及び甲



 

が法令に基づき開示する場合は、この限りではない。 

 

（本協定の変更） 

第７条 本協定の規定は、甲及び乙の書面による合意によらなければ変更することはできな

い。 

 

（本協定の有効期間） 

第８条 本協定の有効期間は、本協定締結の日から、事業契約の締結日までとする。ただし、

事業契約の締結に至らなかった場合は、事業契約の締結に至る可能性がないと甲が判断し

て、乙に通知した日までとする。 

２ 本協定の有効期間の終了にかかわらず、第５条及び第６条の規定の効力は存続するもの

とする。 

 

（疑義の解決） 

第９条 本協定に定める事項に疑義が生じた場合、又は本協定に定めのない事項で必要があ

る場合には、甲と乙が協議して定める。 

 

 

以上のとおり協定を締結したことを証するため、本協定書２通作成し、甲及び乙がそれぞ

れ記名押印の上、各自所持するものとする。 

 

 

 

 

令和３年 月 日 

 

甲    住 所  和歌山県西牟婁郡すさみ町周参見４０８９番地 

氏 名  すさみ町長  岩 田  勉      印 

 

乙    住 所   

氏 名   

                 

 


